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18歳人口と大学進学者の年次推移

2009年以降、18歳人口は120万人程度で推移。大学進学者は60万人程度と想定される

Industry feels lower academic performance and basic 
engineering skills for new comers-60%

• Lower competency in original thinking and application 
of basic knowledge

• Have more to learn
▫ Basics : Electromagnetics, Mathematics, Mechanics, 

Thermodynamics, Quantum mechanics, Software 
languages, Physics, English

▫ Electric & Electronic Engineering : Electric and electronic 
circuit, Control engineering

▫ Mechanical Engineering : Strength of materials, Fluid 
mechanics, Thermodynamics, Mechanical vibrations

▫ Information Engineering : Basics of information 
processing

▫ Chemical Engineering : Chemical reaction
▫ ……….. Preliminary
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日本の課題と対策？

• 過去から脱しきれない労務管理と人材育成シス
テム

• 過去の夢から脱しきれない大学・大学院教育
• 激化する人材獲得競争から置き去り
• 欧州で進む学位の標準化と質保証の流れ⇒企業
の側からみるとかってのＩＳＯの悪夢

• 学業成績の標準化⇔大学によらない基準
• 国際的に通用する学位
• 交際的に同等なアクレディテーション
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学習成果の可視化を通じた

資料５

学士課程教育の質保証への試み
－新潟大学型質保証へ－

新潟大学 副学長（学務担当）

濱口 哲

高等教育のパラダイム変換
Teaching →→ Learning

学生の量･質の変化 知識基盤社会

既存型教員組織の

学部教育の
高等普通教育化

g g

学生の学習成果の観点で
整理された教育課程の実現

学士課程教育の

既存 教員組織
機能低下

・学問内容の標準化
・後継者養成

���ラム担当教員の
�通��の�成と��

教員の�能������

学士課程教育の
���ラム化

教員研修の必要性

“どのようにして”この課題を実現するかが今日の大学の課題

専門性を駆動力とした
高等普通教育完成教育
の再設計

配付資料⑤
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学生の学習成果の質保証を
どのようにして実現するか？

視点 ・プログラムの根拠の流動化
(質の基準が定まらない)

学問分野 人材像学問分野→人材像

・プログラム履修学生の多様化(プログラム間、内)

多様なキャリアパスを目指す学生

人材像（資質･能力）に確固たる外的基準があり得るか？

① プログラム設計上の人材育成目標の具体化

② 個々の学生の目標と達成度の可視化

による質保証の確立を目指す。 (新潟大学型質保証）

新潟大学学士課程教育構築への
具体的取り組みの概要

教�所属組織の変更 (平成14年)

教育資�の全学��プラ����ムの構築

授業�目の全学化

�目区分の撤廃と分野・水準表示法の導入

→→ 授業開設体制の変更と

全学教育機構の設置 (平成16～17年)

教育プログラムの��
副専攻制度 (平成16年)

主専攻プログラム化 （平成19～21年）

教育プログラムの��

学習成果の実質化へ（平成22年～26年）
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授業科目を全学��の教���化

“全学科目化”
全授業科目を原則として全学学生が履修可能に全授業科目を原則として全学学生が履修可能に

→ 教養科目と専門科目の科目区分の撤廃
・プログラムの二元性の克服
・教養か専門かは、科目の属性ではなく、

プログラムの中での位置づけの問題

分野･水準表示
授業科目に分野と水準を示すコードを付す

“学問分野”の観点で 授業内容の正当性を担保
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教育プログラムの整備
－教育資源（教員・授業科目）の全学共通プラットホーム上に－

•主専攻プログラム
卒業に必須のプログラム卒業に必須のプログラム

学部の責任で開設（学位の種類と関連）

→→ 42プログラム

•副専攻プログラム
学生の希望に応じて、

主専門分野とは別の分野について

“ある程度”体�的な����ラムを履修

→→ ２１プログラム

学部・学科の教育�程の主専攻プログラム化
(プログラムの拠り所を｢学科：学問分野｣から｢人材育成目標｣へ)

＜教育プログラムの整備＞
•設置目的を明示し、明確な人材養成目標(学習成果)を掲げる。

学習成果は 専門 教養を含めた到達目標• →→ 学習成果は、専門・教養を含めた到達目標

•学生が到達目標に至るための学習方略を明示する。

• プログラムは必要十分な授業科目から構成
• 各授業科目と到達目標との関係を明示

＜プログラム担当教員集団の機能の明確化＞
•担当教員集団がプログラムにおける教育活動について共通•担当教員集団がプログラムにおける教育活動について共通

意志を持つ。そのための具体的方策(ＦＤ活動等)を備える。

•主専攻プログラムの成果を検証し、プログラム改革を進め
る”し��”を備える。

�プログラム�ラ���の�成�業を通じて、
学��程教育の��的改革を�る
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① プログラムの名称 ②取得できる学位

③ プログラムの概要と人材育成のねらい
・人材育成のねらい／当該プログラムの優位性、特徴

④ 獲得が期待される学習成果および効果
<到達目標(学習成果)の観点>

1)知識 理解 2)当該分野固有の能力 3)汎用的能力

プ
ロ
グ
ラ1)知識・理解 2)当該分野固有の能力 3)汎用的能力

観察および説明が可能な成果・証左を伴うよう具体的に記す

4)獲得が期待される態度・姿勢

⑤ プログラムの履修要件

⑥ 到達目標に達するための学習方策・方法
カリキュラム立案と学習方法の基本方針

ラ
ム
シ
ラ
バ
スカリキュラム立案と学習方法の基本方針

授業科目リスト

（カリキュラムマップで到達目標との関係を提示）

⑦ 修了認定の基準 (基本的考え方、必要単位数）

⑧ 教育プログラムの評価と改善のための方策

⑨ 担当教員組織とＦＤポリシー

の
内
容

学生の学習成果の質保証を
どのようにして実現するか？

視点 ・プログラムの根拠の流動化
(質の基準が定まらない)

学問分野 人材像学問分野→人材像

・プログラム履修学生の多様化
多様なキャリアパスを目指す学生

人材像（資質･能力）に確固たる外的基準があり得るか？

① プログラム設計上の人材育成目標の具体化

② 個々の学生の目標と達成度の可視化

による質保証の確立を目指す。(新潟大学型質保証）
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新潟大学学士力
アセスメントシステム（NBAS)とは

スケール
フェーズ

ポートフォリ
オ
フェーズ

スケール
フェーズ

スケール フェーズ （共通の物差しで学生をアセスメント）

「新潟大学学士力」を構成する知識・技能・特性など

●各種心理特性
例）・開放性 ・勤勉性

・外向性 ・調和性
・情緒安定性

新潟大学学士力アセスメントシステム
（NBAS：Niigata University Bachelor Assessment System)

各フェーズの詳細

新
規
開

●各主専攻プログラムで定められて
いる

到達目標

「知識・理�」

カルテ
フェーズ

●社会人基礎力

・前に踏み出す力（アクション）
・考え抜く力（シンキング）
・チームで働く力（チームワー

ク）

ポートフォリオ
フェーズ

ポートフォリオ フェーズ （学生個人ごとの記録）

●授業，セメスターごとの学習記録
・レポート
・感想，質問
・教員からのコメント

●卒業論文作成時の各種資料
●CANガイド
●課外活動，クラブ活動などの記録

プレゼン
資料

レポート 振り返り

画像 映像 音声

統合型学務情報システ
ム

発

機
能
拡
充

「知識 理�」
「分��有の能力」
「�用的技能」
「�度・��」

カルテ
フェーズ

カルテ フェーズ

＋ その他のフェーズとの情報連携
機能

●3つのフェーズ（詳細右）により，
多面的に学生のアセスメント情報
を蓄積。

●統合型学務情報システム上で運用
することにより，学士課程教育の
全過程で活用する。

●各フェーズ間で，情報を有機的に
連関させアセスメントする。

学生情報項目 学生基本情報 通学情報 進級関係情報 副専攻修得情報 など

異動情報 学生異動情報 留学関連情報 転部･転科情報 長期履修情報 など

履修情報 履修情報 成績情報 履修計画情報 出席情報 教育成績証明書 など

奨学金・入学料 奨学金履歴情報 授業料免除情報 入学料免除情報 など

資格等情報 JABEEプログラム修了情報 免許･資格･検定情報 教員免許情報

など

学生生活情報 学生保険情報 車両入構票情報 課外活動情報 など

学生カルテとして導入済
み

一
部
機
能
拡
充

新潟大学学士力アセスメントシステム
１．学生に関わる諸情報の蓄積 →→カルテフェーズ

２．学生の学習(広義)活動の主体的蓄積→→ポートフォリオフェーズ

３．学生の学習成果(狭義)の可視化 →→ スケールフェーズ

リフレクション・学習デザイン→→→最終的な学習成果(広義)の可視化

＜開発の目的 ： 学生が自分の目標を実現し、到達度を提示することを支援＞

・学生が自らの学習目標を具体的に知る。

・学生が自分の達成状況を把握する。 →→ 学習目標の調整
→→ 履修計画の立案

・学生が自分の学習成果を社会に表現する。 →→ 就職活動
→→ （学位取得申請？）

・教員が学生の状況について学生と共通認識を持つ。
→→ 履修に関わる助言
→→ 正課外活動についての助言
→→ 単位認定するための評価？

・教育プログラムの到達度を把握する。 →→ プログラムの評価／改善
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NBAS

○○学部 △△主専攻プログラム 到達目標

「知識・理解」 「分野固有の能力」

0

1

2

3

4

5
知識・理解
1

知識・理解
2

知識・理解
3

知識・理解
4

知識・理解
5

0

1

2

3

4

5
能力1

能力2

能力3

能力4

能力5

能力6

「汎用的技能」

各
授
業
科
目
の
シ
ラ
バ
ス

自
動
的
に
ス
コ
ア
リ
ン
グ

「態度・姿勢」

5

「態度・姿勢」

0

1

2

3

4

5
態度・姿勢
1

態度・姿勢
2

態度・姿勢
3

「汎用的技能」

0

1

2

3

4

5
技能1

技能2技能3

「分野固有の能力」

0

1

2

3

4

5
能力1

能力2能力6

1

2

3

4

5

「知識・理解」

知識・理解1

知識・理解2

知識・理解5

�
��

�
�
�
�

履

0

1

2

3

4

5
技能1

技能2技能3

ス
情
報
か
ら

グ

0

1

2

3

4

5
態度・姿勢
1

態度・姿勢
2

態度・姿勢
3

能力3

能力4

能力5

0

知識・理解3知識・理解4

履
�
�
�

■スケール・フェーズ：学習成果の可視化 ■ポートフォリオ・フェーズ：学習過程の記録

学習過程における情報蓄積・整理

登録：（知識・理解、必修、レポート）

予測 蓄積された情報の検索・表示

抽出：（知識・理解、＊、＊）

■セメスターアセスメント：リフレクション＆学習デザイン

��������
��

学習成果の確認

リフレクションによる学習の意味づけ

次期学習デザイン

評価
アドバイス
メンタリング

学生カルテ
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卒業時アセスメント『私の学士力』

学習成果の最終確認

・知識・理解

・分野固有の能力

・汎用的能力

私の学士力

・特徴A

・特徴B

・特徴C
・態度・姿勢

・特徴C

個々の学生����の学生成果を��に�し������

“多様化した学生”の学習成果の質保証

• 人材育成に照準をおいたプログラムの設計と
内容の可視化 ：主専攻プログラム化

• 個々の学生の学習過程と学習成果の可視化
：NBAS：NBAS

多様�人材育成��を��プログラム
��������学

専����計��との���い多様�
学生の�学��学生の�学��

学士課程教育の多様化に応じた質保証の試み
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NBAS

○○学部 △△主専攻プログラム 到達目標

「知識・理解」 「分野固有の能力」

0

1

2

3

4

5
知識・理解
1

知識・理解
2

知識・理解
3

知識・理解
4

知識・理解
5

0

1

2

3

4

5
能力1

能力2

能力3

能力4

能力5

能力6

「汎用的技能」

各
授
業
科
目
の
シ
ラ
バ
ス

自
動
的
に
ス
コ
ア
リ
ン
グ

「態度・姿勢」

5

「態度・姿勢」

0

1

2

3

4

5
態度・姿勢
1

態度・姿勢
2

態度・姿勢
3

「汎用的技能」

0

1

2

3

4

5
技能1

技能2技能3

「分野固有の能力」

0

1

2

3

4

5
能力1

能力2能力6

1

2

3

4

5

「知識・理解」

知識・理解1

知識・理解2

知識・理解5

�
��

�
�
�
�

履

0

1

2

3

4

5
技能1

技能2技能3

ス
情
報
か
ら

グ

0

1

2

3

4

5
態度・姿勢
1

態度・姿勢
2

態度・姿勢
3

能力3

能力4

能力5

0

知識・理解3知識・理解4

履
�
�
�

■スケール・フェーズ：学習成果の可視化 ■ポートフォリオ・フェーズ：学習過程の記録

学習過程における情報蓄積・整理

登録：（知識・理解、必修、レポート）

予測 蓄積された情報の検索・表示

抽出：（知識・理解、＊、＊）

■セメスターアセスメント：リフレクション＆学習デザイン

��������
��

学習成果の確認

リフレクションによる学習の意味づけ

次期学習デザイン

評価
アドバイス
メンタリング

学生カルテ
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平野 眞一  大学評価・学位授与機構長 

 

学  歴 

1965 年 3 月 名古屋大学工学部応用化学科卒業 

1967 年 3 月 名古屋大学大学院工学研究科応用化学及び 

合成化学専攻修士課程修了 

1970 年 3 月 名古屋大学大学院工学研究科応用化学及び 

合成化学専攻博士課程修了 

 

学  位 

1970 年 3 月 工学博士（名古屋大学） 

 

主要職歴 

1970 年 4 月 東京工業大学工業材料研究所助手 

1971 年 8 月 ペンシルベニア州立大学博士研究員（～1972 年 9 月） 

1976 年 10 月 東京工業大学工業材料研究所助教授 

1978 年 4 月 名古屋大学工学部助教授 

1983 年 8 月 名古屋大学工学部教授 

1997 年 4 月 名古屋大学大学院工学研究科教授 

1999 年 4 月 名古屋大学高温エネルギー変換研究センター長（～2002 年 3 月） 

2000 年 4 月 名古屋大学評議員（～2002 年 3 月） 

2002 年 4 月 名古屋大学先端技術共同研究センター長（～2003 年 3 月） 

2003 年 4 月 名古屋大学大学院工学研究科長・工学部長（～2004 年 3 月） 

2004 年 4 月 名古屋大学総長 

2009 年 4 月 独立行政法人大学評価・学位授与機構長 
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川口 昭彦  大学評価・学位授与機構特任教授 

 

学  歴 

1964 年 3 月  岡山大学理学部化学科卒業 

1966 年 3 月  京都大学大学院理学研究科化学専攻修士課程修了 

1969 年 3 月  京都大学大学院理学研究科化学専攻博士課程単位取得退学 

 

学  位 

1970 年 1 月 理学博士（京都大学） 

 

主要職歴 

1969 年 4 月 東京大学応用微生物研究所助手 

1983 年 4 月 東京大学教養学部助教授 

1989 年 4 月 東京大学教養学部教授 

1991 年 2 月 東京大学評議員（～1995 年 4 月） 

1994 年 7 月 東京大学留学生センター長（併）（～1998 年 6 月） 

1996 年 4 月 東京大学大学院総合文化研究科教授 

1996 年 4 月 東京大学教養学部生命・認知科学科長（併）（～1999 年 3 月） 

1999 年 4 月 東京大学総合研究博物館長（併）（～2001 年 3 月） 

2000 年 4 月 大学評価・学位授与機構評価研究部教授（併）（～2001 年 3

月） 

2001 年 4 月 大学評価・学位授与機構評価研究部教授 

2002 年 5 月 東京大学名誉教授 

2002 年 10 月 大学評価・学位授与機構評価研究部長（併） 

2004 年 4 月 独立行政法人大学評価・学位授与機構評価研究部教授、 

 評価研究部長（兼） 

2006 年 4 月 独立行政法人大学評価・学位授与機構理事 

2010 年 4 月  独立行政法人大学評価・学位授与機構特任教授 
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リンダ・サスキー Linda Suskie  

Vice President at the Middle States Commission on Higher Education 

         

 リンダ・サスキー氏は、計画アセスメント・プログラム、学習目標の作成、

アセスメント・ツールおよびアセスメント戦略、学生の学習スタイル、ベンチ

マークおよび基準の設定、ならびに教育と学習の向上のためのアセスメント結

果の活用など、幅広い高等教育分野のアセスメントに関する題材に関し、国際

的に認められた講演者、執筆家、教育者、かつコンサルタントである。最近の著作は、第 2 版とな

る『Assessing Student Learning: A Common Sense Guide』（ジョセイ・バス社、2009 年）である。その

他の著作には、『Assessment, Learning, and Judgment』（シュプリンガー社、2008 年）の中の「Using 

Assessment Results to Inform Teaching Practice and Promote Lasting Learning」、『Constructing and 

Sustaining Effective Assessment of Engineering Education』（スタイラス社、2008 年）の中の「Understanding 

the Nature and Purpose of Assessment」、『Revisiting Outcomes Assessment in Higher Education』（ライブラ

リ・アンリミテッド社、2006 年）の中の「Accountability and Quality Improvement」、『Assessment to Promote 

Deep Learning』（アメリカ高等教育学会、2000 年）、『Questionnaire Survey Research: What Works』（機

関研究学会、1996 年）などがある。 
 

同氏の前歴としては、メリーランド州ボルティモア近郊のタウソン大学のアセスメント・機関研究

所の副所長、アメリカ高等教育学会アセスメント・フォーラムのディレクターなどがある。同氏の

カレッジや大学運営における 30 年以上の経験には、ペンシルバニア州ミラーズヴィル大学、ニュー

ヨーク州立大学オスウィーゴ校、およびニュージャージー州立リチャード・ストックトン・カレッ

ジにおける、アセスメント、機関研究、および戦略的計画における業績が含まれる。 
 

同氏は、数々の専門的な組織やグループにおける活動的なメンバーであり、機関研究学会アセスメ

ント学会のディレクター、高等教育における学習アセスメント協会の設立理事、カレッジおよび大

学計画に関する中部大西洋地域ソサエティーのプログラム議長、機関研究北東部学会の財務責任者、

および『Journal of College Student Retention』の論文評価委員である。また、多くの専門的なタスクフ

ォース、パネリスト、および委員会の活動的なメンバーとして活動している。 
 

同氏は、大学院課程においてアセスメントおよび教育研究手法、学部課程においてライティング、

統計および数学（developmental mathematics）を指導した経験がある。ジョンズ・ホプキンス大学に

おいて定量的研究領域の学部学位を取得し、アイオワ大学の教育測定・統計学の修士学位を取得し

ている。 
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新井 健一  株式会社ベネッセコーポレーション 

       Benesse 教育研究開発センター センター長 

 

学  歴 

1982 年 3 月  東京学芸大学 教育学部卒業 

 

 

主要職歴 

1982 年 4 月  株式会社 創育 入社 

2003 年 11 月  株式会社 創育 退職 

2003 年 12 月  株式会社 ベネッセコーポレーション 入社 

2004 年 10 月  株式会社 ベネッセコーポレーション 執行役員・教育研究開

発本部本部長 

2005年 4月  株式会社 ベネッセコーポレーション Benesse教育研究開発

センター センター長 
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有信 睦弘  東京大学監事 

 

学  歴 

1976 年 3 月  東京大学大学院工学系研究科機械工学専攻博士課程修了 

          
 
            学  位 

1976 年 3 月   工学博士（東京大学） 

 
 

主要職歴 

         1976 年 4 月   東京芝浦電気(株)（現(株)東芝）入社 

         1996 年 4 月   (株)東芝  研究開発センター システム・ソフトウェア生産技術

研究所長 

         2000 年 4 月   (株)東芝 技術企画室長 

         2003 年 5 月   (株)東芝 研究開発センター所長 

         2003 年 6 月   (株)東芝 執行役常務（研究開発センター所長） 

         2006 年 6 月  (株)東芝 執行役常務（経営監査部長） 

2008 年 6 月   (株)東芝 顧問 

2010 年 4 月   国立大学法人東京大学監事 

                             
 

そ の 他      

株式会社東芝 社友 

         日本学術会議 連携会員 

         文部科学省 中央教育審議会 臨時委員（大学分科会） 

         科学技術学術審議会 臨時委員（人材委員会） 

         経済産業省 産業構造審議会 産学連携小委員会 委員    

他 
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濱口 哲  新潟大学教授（副学長） 

 

学  歴 

1974 年 3 月  東京大学理学部生物学科卒業 

1976 年 3 月  東京大学大学院理学系研究科動物学専門課程修士課程修了 

1979 年 3 月  東京大学大学院理学系研究科動物学専門課程博士課程修了 

 

学  位 

1979 年 3 月  理学博士（東京大学） 

 

主要職歴 

1979 年 10 月  新潟大学教養部講師 

1983 年 8 月  新潟大学教養部助教授 

1993 年 3 月  新潟大学教養部教授 

1994 年 4 月  新潟大学理学部教授 

2002 年 4 月  新潟大学大学教育開発研究センター長（～2008 年 3 月） 

2002 年 4 月  新潟大学評議員（～現在） 

2004 年 2 月  新潟大学副学長（学務担当）（～現在） 
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岡本 和夫  大学評価・学位授与機構理事 

 

学  歴 

1970 年 3 月  東京大学理学部数学科卒業 

 1970 年 4 月  東京大学大学院理学系研究科修士課程入学 

 1972 年 3 月   東京大学大学院理学系研究科修士課程修了 

         1972 年 4 月   東京大学大学院理学系研究科博士課程進学 

         1973 年 3 月   東京大学大学院理学系研究科博士課程中退 

 
 
            学  位 

1978 年 7 月   理学博士（東京大学） 

 
 

主要職歴 

         1973 年 4 月   東京大学理学部・助手 

         1981 年 4 月   一橋大学助教授 

         1983 年 4 月   東京大学教養学部・助教授 

         1990 年 4 月   東京大学教養学部・教授 

         1992 年 4 月   東京大学大学院数理科学研究科・教授 

1998 年 4 月   東京大学大学院数理科学研究科長（～2002 年 3 月） 

2002 年 4 月   東京大学大学総合教育研究センター長（～2010 年 3 月） 

         2010 年 4 月   独立行政法人大学評価・学位授与機構理事 

                    
 

そ の 他      

         1995 年 4 月  社団法人日本数学会理事長（～1997 年 4 月） 

         1997 年 7 月   日本学術会議会員（～2005 年 9 月） 

         2005 年 4 月   財団法人東京大学出版会理事長（～2009 年 3 月） 
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平成２２年１２月 

 

編集・発行  独立行政法人 大学評価・学位授与機構 

企画・編集  齋藤 聖子（大学評価・学位授与機構准教授） 

〒187-8587 東京都小平市学園西町 1-29-1 

電話：042-307-1500（代表） 




